
１．事業の概要：

２．実証項目 ３．実証結果
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A

　国際競争力を有し、資源管理、居住性・安全
性・作業性に優れた199トン型の改革船を、共
通船型・共通仕様により２隻導入する。
【検証方法】
建造状況及び安全性、居住性、作業性の改
善状況を確認する。

共通船型・共通仕様により建造した改革船の１隻目「第108欣栄丸」を
令和元年８月、２隻目「第38欣栄丸」を令和３年８月に導入した。（38欣栄
丸の船体写真を添付）

２隻とも進水式の現場において、取組F,G,Hのとおり安全性、居住性、作
業性の改善が図られていることを確認した。なお、導入後、本船は５年、
また２隻目（第38欣栄丸）は３年を経過したが、安全性、居住性、作業性
に問題は生じていない。
標準仕様を(株)みらい造船で１隻単独建造した場合の価格918,000千円

（税抜き）に比べ、共通仕様・共通仕様により建造した２隻の改革船の建
造価格は、ともに826,600千円（税抜き）であり、9.96%の削減となった。

　２隻を計画的、効率的に建造し、購入品価
格の削減及び設計・建造工数の削減により、
建造コストの削減を図る。
【検証方法】
建造費用の削減額を検証する。

  標準仕様を(株)みらい造船で１隻単独建造した場合の価格918,000千円
（税抜き）に比べ、共通仕様・共通仕様により建造した２隻の改革船の建
造価格は、ともに826,600千円（税抜き）であり、9.96%の削減となった。

　不具合箇所情報の共有化・フィードバックに
より、ドック・メンテナンス費用の削減を図る。
【検証方法】
不具合箇所情報の共有状況及びドック・メン
テナンス費用の削減効果を確認する。

第1事業期間

第２事業期間

第３事業期間

削減額実績額

　第38欣栄丸の修繕費用は、修繕費計画額に比べ、ドック・メンテナンス
費用が削減されている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

計画額

1,800 △ 10,200

17,000

本船と１隻目の第108欣栄丸の船主は実質同一経営体でありトラブル
が生じた場合は、不具合箇所情報の共有、蓄積とフィードバックするよ
う、それぞれの担当社員に周知させた。

本船の担当社員と１隻目の第108欣栄丸の担当社員について、第３事
業期間から社内での担当者が交代したが支障なく管理業務が行えた。

2,000

6,000 △ 14,000

12,000

全国さんま棒受網漁業地域プロジェクト（さんま棒受網漁業）

（第三十八欣栄丸　１９９トン）

【漁船導入の共通化、効率化等に関する事項】
共通仕様に基づく改革型漁船の導入

もうかる漁業創設支援事業検証結果報告書　（　改革漁船型　、　既存船活用型）　

事業実施者：全国さんま棒受網漁業協同組合 実証期間：令和３年８月２０日～令和６年８月１９日（３年間）

　共通船型、共通仕様による計画的建造で工
期の短縮等を図るとともに、仕事量の平準化
等の効果がある。
【検証方法】
１隻目、２隻目ごとの設計期間、工期等の短
縮効果を検証する。

設計期間、工期等の短縮効果は、１隻目の工期等の日数約240日に比
べ２隻目は約260日であり、工期日数が約20日多くなった。

受注先の（株）みらい造船において、２隻目の第38欣栄丸のほか３隻と
並行建造になったことより工期が計画日数を上回ったため。

　装備品の共通化により、交換部品が相互に
融通可能となるので、洋上緊急トラブルに速
やかに対応することが可能となる。
【検証方法】
洋上での緊急トラブルの対応状況を確認す
る。

緊急トラブルに速やかに対応するための全社での対応態勢構築をそ
れぞれの担当社員に周知させた。

本船の担当社員と１隻目の第108欣栄丸の担当社員において、両船の
装備品の交換部品の在庫状況の共有が進んだ。

「北太平洋さんま漁業長期代船建造計画」で位置づけられた共通仕様（199トン型）に基づき、漁業経営の安定や乗組員の確保のた
め、省エネ・省コスト、省力化とともに、居住性、安全性、作業性等に優れた高性能の改革型漁船２隻を計画的かつ効率的に導入し、
漁船建造の効率化や収益性向上を実証する。
本事業では、プロジェクトに基づく改革型漁船の２隻目として建造された第三十八欣栄丸を使用し、近年のさんま漁場の遠隔化や国際
的な資源管理の枠組みに対応できるよう、居住性、安全性、作業性や船内インタ－ネット環境に配慮した共通仕様により、建造コスト
の削減や工期の短縮、労働環境の改善、資源管理の推進等に係る効果の実証を行った。

本船（第三十八欣栄丸）の事業実施状況は、実証期間の３年間とも本漁期（８月から12月）操業については、漁期初め（８月から９
月）の公海漁場が改革計画で想定した漁場より大幅に遠方に形成されたことに加え極端に魚群が薄くこれまでにない不漁となり、水
揚量は計画値を大幅に下回った。 一方漁場の遠隔化による往復航及び魚群の薄さによる探索に時間を要したことから燃油消費量
は計画を大幅に上回った。

なお、改革計画では５月～７月の洋上売魚を中核とした公海操業を計画したが、令和元年以降のサンマ資源の減少から、日本漁船
側及びロシア側業者とも洋上売魚事業の採算が見込めないとして同事業を断念せざるを得なかった。漁場が極端に遠方となっている
中で、洋上売魚事業ができない状況での公海単独操業は採算確保が見込めないため、同時期の公海操業は断念した。



２．実証項目 ３．実証結果

C

C

組発第146号（R４年２月）

第118回（R5年6月） 組発第158号（R５年２月）

　本漁期前５～７月の公海さんま操業を実施
する（Ａ丸は平成32年漁期、Ｂ丸は平成34年
漁期以降）。また、ロシア加工母船への洋上
売魚を実施し、ロシアとの協力関係の強化に
資する。
【検証方法】
公海さんま操業の実施による漁獲量の増加を
確認する。

　省エネ船型（ナックルバルブ付バドックフロー船型）を採用した。

第1事業期間

第２事業期間

第３事業期間

中央協議会へ報告 水産庁へ報告

第103回（R4年2月）

ＴＡＣ報告の実施、ＶＭＳ情報の関係機関へのリアルタイムでの提供に
より研究機関の研究に活用された。

令和５年３月23日の理事会で１月から７月まではＴＡＣ総量規制、８月か
ら12月はＩＱ制度による管理が決定され、支障なく新たな資源管理措置へ
の移行が出来た。

【検証方法】
ＶＭＳの受信状況の確認、ＴＡＣ報告の実施、
資源管理計画の履行状況確認等を通じて確
認する。

第122回（R6年3月）
５～7月の公海操業を除いた実
施計画のため報告不要

【資源管理に関する事項】

資源管理への取組
　ＴＡＣ制度に基づく資源管理を順守するとと
もに、公海、ロシア水域で操業する際にはＶＭ
Ｓを常時稼働させ、ＶＭＳ情報を日本政府、及
び関係機関にリアルタイムで提供する。

B

　資源管理計画に基づく自主休漁や水揚回数
制限等を実施する。また、ＮＰＦＣによる国際
的な資源管理措置が決定された場合には、そ
れを順守した操業を行う。

資源管理計画に基づく自主休漁（第1～３事業期間は年間19日：８月１
日から19日、第3事業期間は年間9日：８月１日から9日）や組合）や組合
自主取組の水揚回数制限（２週間４回）等を遵守した。

ＮＰＦＣによる資源管理措置は、第６回年次会合で2021年のサンマの漁
獲量総量規制及び各国漁獲量が2018年の漁獲実績の６割以内とするこ
とが合意された。第7回年次総会では2023,2024年のサンマの漁獲努力
量規制（漁船隻数制限若しくは操業期間制限）が合意され、我が国は操
業期間を7月1日から180日間とした。８回年次会合で新たに総漁獲可能
量（TAC）を算出する漁獲管理規則が令和６年からの導入が合意され、
直近の資源水準から算出するTACは前年との変動幅を10％以内として
おり、令和６年は前年10％減の22.5万トン（公海13.5万トン）とされた。これ
らを遵守した操業を行った。

　サンマの資源管理において、平成31年以降
の公海さんま操業の実施を契機に、新たな資
源管理措置（ＩＱ制度の試験実施等）が決まれ
ば、それに取り組んでいくこととする。

　省エネ船型（ナックルバルブ付バドックフ
ロー船型）の採用で抵抗を軽減する。

　公海さんま操業の漁獲情報（漁獲成績報告
書）や魚体サンプル（冷凍品）を国立研究開発
法人水産研究・教育機構及び（一社）漁業情
報サービスセンターに提供し、さんま資源評
価等に資する。
  また、ＡＩＳを搭載し、公海で操業する台湾
船、中国船等の情報を収集し、水産庁等関係
機関に情報提供する。
【検証方法】
研究者等関係者へのヒアリング等により効果
を確認する。

　上記のとおり、５～７月の公海さんま操業は断念した。
　本漁期の公海さんま操業にかかる漁獲情報（漁獲成績報告書、漁船の
操業位置・航跡図、魚体サンプル）及び外国船操業情報を研究機関及び
水産庁に情報提供し、サンマ資源評価に活用された。

　　漁獲情報の提供
　　：全さんま所属漁船毎に本漁期の公海操業漁獲実績を週単位で提
供。

　　外国船情報の提供項目
　　：発見位置、国籍、AIS情報、船名・トン数、船型・漁具

【操業・生産に関する事項】
燃油使用量の削減

D

本漁期前の５～７月の公海操業については、その中核としている洋上
売魚事業について、第１～２事業期間は日本側漁船、ロシア側業者とも
サンマ資源減少等から採算性の観点から実施されなかったため、 遠隔
地での単独操業は魚群探索等条件が厳しくなること、また、生サンマの
持帰りが難しいため、採算性の確保が見込めないことから、公海さんま
操業は断念せざるを得ないと判断。このことを中央協議会に報告・了承
後、事業実施計画変更を水産庁長官へ報告した。

なお、第３事業期間はＮＰＦＣ第7回会合で合意された操業期間（7月１
日から180日間）では7月だけの操業となり採算確保は見込めないため、
当該操業を除いた事業実施計画での事業実施とした。

　高効率減速大口径ＳＧプロペラの採用によ
り効率的な推進を確保する。

　高効率減速大口径ＳＧプロペラを採用した。

　大型機関の採用により動力負荷を平準化す
る。

　大型機関（新潟原動機（株）6MG28HX-4N）を採用した。

　サンマの分光視感度が高く海水透過率も高
い波長のＬＥＤ漁灯を使用し、従来のＬＥＤと
同等の消費電力で同等以上の魚群誘導・漁
獲効果を確保する。また、作業灯にＬＥＤを採
用して燃油消費量の削減を図る。

　新型ＬＥＤを採用した。

　燃料モニタリング装置を採用し、燃料消費量
を目視でチェックして高速での走行を防止す
るなど年間消費計画の達成に役立てる。

　探索・操業時間確保及び漁獲物の鮮度保持を図るため、往復航とも計
画速度を上回る速度で航行したため、燃料モニタリング装置の活用は十
分出来なかった。
　漁場形成が計画策定時並みに日本近海に形成されたた場合に燃料消
費量を目視でチェックし高速での走行の防止に努める。
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航海数 計画比

26 －

17 65%

18 69%

24 92%

時間 燃費 使用量 時間 燃費 使用量 時間 燃費 使用量 時間

26 786 0.22 170 468 0.25 118 786 0.20 156 2,040

2,350

実稼働
計画燃費の場
合 17 582 0.22 126 1,180 0.25 297 589 0.20 117 2,350

時間数
高速での往復航
行を加味 17 582 175 1,180 0.25 297 589 153 2,350

で試算 276 0.39 109 202 0.38 76

306 0.22 66 387 0.20 77

2,103

実稼働
計画燃費の場
合 18 513 0.22 111 1,116 0.25 281 474 0.20 94 2,103

時間数
高速での往復航
行を加味 18 513 175 1,116 0.25 281 474 144 2,103

で試算 360 0.39 142 277 0.38 105

153 0.22 33 197 0.20 39

2,082

実稼働
計画燃費の場
合 24 566 0.22 111 999 0.25 252 516 0.20 102 2,082

時間数
高速での往復航
行を加味 24 566 144 999 0.25 252 516 143 2,082

で試算 120 0.39 47 226 0.38 86

446 0.22 96 290 0.20 57

※

※

465

538

539

625

594

486

600

対計画比 使用数量(KL) 対計画比稼働時間数(H)

2,082

443.34 －

燃油の指標

使用量

合計

443

計 　画 　値

第１事業期間

第２事業期間

第３事業期間

654.24 148%

航海数

2,040

【検証方法】
燃油消費量の実績値と計画値との比較により
検証する。

本漁期分について
燃油使用量は、従来船指標：487.45KLに対して改革船目標：443.34KL

であるが、第１～３事業期間と計画値を大幅に上回った。
これは、遠方漁場において魚影も薄く広範囲の魚群探索が必要であっ

たことから探索・操業の燃油消費量が多くなったことに加え、操業時間の
確保及び漁獲物の鮮度保持を図る必要から往復航ともかなりの時間を
計画を上回る速度で航行したことによる。なお、第3事業期間は、10月中
旬から11月末に三陸沖に漁場が形成されたが期間が短く燃油使用量へ
の影響は見られなかった。

一方、新型ＬＥＤの導入で発光効率アップ 111［㏐/W］→140［㏐/W］）
が図られた。

2,350

2,103 103% 593.78 134%

102% 620.54 140%

計画値（本漁期）

１年目

実績の燃油使用量

うち15ノット以上の時間数

うち計画の１3.15ノットの時間
数

２年目

－

実稼働時間、形態毎の稼働時間及び往復航の航行速度は、VMSデータにより推計した。

（参考）実稼働時間での燃油消費量の試算

事業期間
区分 公海数

往航 探索・操業等 復航

３年目

実績の燃油使用量

うち15ノット以上の時間数

うち計画の13.15ノットの時間
数

実績の燃油使用量

うち15ノット以上の時間数

うち計画の13.15ノットの時間
数

115%

１５ノット以上での高速航行の時間当たりの燃油消費量は、造船所からのデータを使用した。

単位（時間：ｈ、燃費：㎘/h,使用量：㎘）

654

621
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Ｅ

区分 8月 9月 10月 11月 12月
本船 258 664 759 598 499
全体 487 597 714 608 462
本船 332 501 670 560 -
全体 320 591 670 493 220
本船 740 554 389 326 401
全体 461 530 455 318 282

G

販売単価の他船との比較等により検証　　　　　　　　　　　　　単位：円／㎏

590

年計
632

第１事業期間

第２事業期間

第３事業期間

576
438

620

427

例外的に実施した令
和6年8月10日からの
操業による水揚げ単

価は
8月16.17水揚分

512
304

　上部構造物を軽量化し、船底外板にバラス
トキールを設置して船体の重心位置を下げ
る。また、船尾にスタンビルジキールを設置し
ローリングを抑える。さらに、操舵室で制御可
能な二重バラストタンク及びトリム調整タンク
を設置し、安全な状態を保持する。
【検証方法】
船長、漁撈長からの聞き取りにより検証する。

上部構造物を軽量化し、船底外板にバラストキールを設置して船体の
重心位置を下げた。（写真添付）
　船尾にスタンビルジキールを設置しローリングを抑えた。
操舵室で制御可能な二重バラストタンク及びトリム調整タンクを設置し
た。

船長、漁撈長からの聞き取りによると、復原性が良くなったとのことか
ら、安全性を確認した。

漁場遠隔化に対応した冷凍能力の向上
　補機を500kVA×２台、冷凍機を75kw×２機
とすることで、魚艙の保存能力や冷凍品の製
造能力を向上させ、遠隔地での操業に備え
る。
【検証方法】
販売単価の他船との比較等により検証する。

　補機として500kv×２台、冷凍機として75kw×２機を設置した。
　魚艙の保存能力や冷凍品の製造能力を向上させた。

平均販売単価は、第１事業期間から第３事業期間において大臣許可さ
んま漁業全船の平均販売単価を上回った。

【漁船の安全性、居住性、作業性に関する事項】

漁船の安全性の向上

Ｆ

　ＡＩＳの設置、居眠り防止装置・レーダーには
衝突予防警報装置を設置する。
【検証方法】
設備の設置状況の確認、乗組員からの聞き
取りにより検証する。

ＡＩＳの設置、居眠り防止装置・レーダーには衝突予防警報装置を設置
した。 船長、乗組員からの聞き取りでは、運航の安全性が確保できたと
の評価であった。

　十分な作業スペース（約95㎡）を確保した。
　乗組員からの聞き取りでは、十分な作業スペースとの評価であった。

　十分な作業スペース（約95㎡）を確保し、安
全性の向上を図る。
【検証方法】
乗組員からの聞き取りにより検証する。

漁船の居住性の改善

　省人機械（サイドローラー・ミニボールローラー）を増設した。

　十分な作業スペース（約95㎡）を確保し、作
業効率の向上を図る。

　十分な作業スペース（約95㎡）を確保した。

　全さんまの取決め（「生産性合理化対策に
関する自主的操業規制」）により乗組員休養
のための自主休漁を実施する。

乗組員からの聞き取りでは、自主休漁により休養がとれ作業効率の向
上が図られたとの評価であった。

【検証方法】
乗組員の聞き取りにより検証する。

　
全さんまの取決め（「生産性合理化対策に関する自主的操業規制」）を

遵守している。

【検証方法】
乗組員の聞き取りにより検証する。

乗組員からの聞き取りでは、洋上操業中の乗組員の安全確保と作業の
軽労化と作業分担を実施し、作業効率の向上が図られたとの評価であっ
た。

　複数寝台は引戸を設置してプライベート空
間を確保、全居室に空調設備を設置する。
居室等を漁船のＩＬＯ設備基準（居室の高さ、
寝台の大きさ、寝台の高さ、食堂の設置、食
卓の大きさ、操舵室の高さ、操舵室動線上の
設備間隔、浴槽又はシャワーの数、洗面所又
は浴室の洗面設備、便器の数、洗濯場の設
置、衣類乾燥設備の設置）に準拠させ、居住
環境を改善する。
【検証方法】
施設の設置状況、乗組員からの聞き取りによ
り検証する。

　複数寝台は引戸を設置、全居室に空調設備を設置した。
　居室等を漁船のＩＬＯ設備基準に準拠させ、居住環境を改善した。

乗組員からの聞き取りでは、居住環境の改善を通じて健康維持、ストレ
スの軽減、コミュニケーションの改善がなされたとの評価であった。

作業の効率化・軽労化

Ｈ

　省人機械の増設（サイドローラー・ミニボー
ルローラー）による軽労化を図る。



２．実証項目 ３．実証結果

Ｉ

Ｊ

Ｋ

Ｌ

M

監視カメラを設置して漁撈作業を監視するとと
もに、作業動線の見直し等現在の漁撈作業
の改善点を検討する際の資料として活用す
る。また、映像は会社のＨＰに掲載し、操業の
様子を流通加工業者、消費者にも提供する。
【検証方法】
設備の整備、映像の活用状況により検証す
る。

　カメラを設置した。
漁撈作業を監視し作業動線の見直しなどの、漁撈作業の改善点を 随

時検討する。
第１事業年度の令和３年秋の短期間であるが、映像は会社のＨＰに掲

載した。

研究機関への撈作業動線分析依頼については、依頼費用負担能力か
ら行わなかったため、社内乗船経験者で可能な範囲で取り組んだ。外部
研究機関への依頼は今後の課題となった。

インターネット環境の整備

乗組員のスキルアップ

漁撈作業の見える化

洋上ブロードバンド衛星通信システムを導入
し、業務上の利用に加え、乗組員の福利厚
生、居住環境の改善のため家族等とのコミュ
ニケーションを可能とする。
【検証方法】
乗組員の聞き取りにより検証する。

　洋上ブロードバンド衛星通信システムを導入した。
　

船長からの聞き取りにより、各種情報の把握が容易となったことを確認
した。
また、乗組員からの聞き取りでは、家族等とのコミュニケーションが確保
できたとして歓迎されたことが確認された。

公海さんま操業による雇用期間の延長
５～７月の公海さんま操業の実施により乗組
員の雇用機会が拡大する。
【検証方法】
乗組員の聞き取りにより検証する。

乗組員に対し、安全講習の開催や資格を取
得しやすい環境の整備（資格取得講習会等
への参加を考慮した乗船手配、Ｅラーニング
研修等への参加の推奨）を進める。
【検証方法】
乗組員の聞き取りにより検証する。

安全講習の開催や資格を取得しやすい環境の整備に努めたことを乗
組員からに聞き取りにより確認した。

なお、資格取得講習の受講を促したが、乗船履歴等の関係から資格取
得講習会への参加者はなかった。
第１事業年度：社内安全講習会を開催した。
第２事業年度：社内安全講習会の漁撈長以下４名が参加し船内安全の
重要性が認識された。
第３事業期間：社内安全講習会に漁撈長以下４名参加した。

後継者確保対策

水産高校等からの新規採用及び若年船員の
積極的採用のため、就職説明会、水産高校に
おける漁業ガイダンス等に参加して新卒乗組
員等の確保を図る。
【検証方法】
水産高校の漁業ガイダンスへの参加状況等
により確認する。

第１、２事業期間は、コロナ感染対策もあり漁業ガイダンス等の開催も少
なく、さんま漁業関係地区での開催はなかった。
第３事業期間は、令和６年１月に気仙沼市で水産高校生への漁業ガイダ
ンスが開催され、本船の船主会社が具体的な求人票は示さなかったもの
の、サンマ漁業の概要を来場者に紹介した。

各事業期間とも５～７月の公海さんま操業を断念したため、乗組員の雇
用はなかった。



２．実証項目 ３．実証結果

実績 計画比 実績 計画比

391 29% 247,133 79%

321 24% 189,477 61%

450 33% 198,401 64%

実績 他船比 計画比

632 102% 277% 620 228

590 102% 259% 576

441 107% 193% 414

箱数 重量

実績 計画比 実績 計画比

1,509 2515% 7,435 4130%

1,038 1730% 4,215 2317%

1,535 2558% 5,123 2846%

実績 他船比 計画比

449 145% 112% 315

707 90% 176% 782

1,075 109% 269% 983

P
地域経済への貢献

公海さんま操業、本操業を通じて新鮮なサン
マを地域に供する。さらに、地域イベント等に
協力するとともに、流通加工業者と提携して
製造した開きサンマ等加工品の販売促進、Ｈ
Ｐを活用した直接販売にも取り組む。
【検証方法】
地域への原料供給状況、他船との販売単価
の比較、イベント参加状況等から確認する。

第１～３事業期間：各種イベントは、コロナ禍で中止されたが、ダイレク
トメールを活用した生鮮サンマ及び加工のブランド品の直接販売を行っ
た。

ＤＭの販売実績は、第１事業期間は631ケース、1,548千円、第２事業期
間は355ケース、1,532千円、第３事業期間は291ケース、,1456千円であっ
た。

今後、事業期間内において、新型コロナ対策の対応状況により地域イ
ベント等の開催があれば協力する。

区分

第２事業期間

冷却海水を生産できる冷凍装置および海水
クーラーを設置して冷海水を常時20トン以上
保持し、生鮮さんまの鮮度維持を図る。また、
サンマの箱詰めに取り組むとともに、公海操
業時には必要に応じて冷凍品を生産する。
（ブロック凍結品は収益性や労働作業負担を
考えた場合、当分の間加工をひかえる。な
お、市場の動向等を見ながら適宜生産方法を
調整する。）
【検証方法】
操業時の他船との単価の比較等から検証す
る。

区分

第１事業期間

第１事業期間

船上箱詰生産量（生鮮等）

第３事業期間

重量

第３事業期間

船上箱詰販売単価（生鮮等）

180

計画

箱数

販売単価（生鮮等） （円／㎏）

第２事業期間

高付加価値サンマの流通

第１事業期間

第２事業期間

第３事業期間

（箱数：箱、重量：㎏）

第38欣栄丸

第38欣栄丸

第１事業期間

O

N

他船 計画

【流通・販売に関する事項】
生産段階における衛生管理

海水冷却殺菌装置や冷水循環システムを導入した。また、魚艙に防錆効
果の高い塗料を使用した。

区分

海水冷却殺菌装置や冷水循環システムを導
入し、サンマの鮮度保持の向上を図る。魚艙
に防錆効果の高い塗料を使用し、衛生面を考
慮する。
【検証方法】
操業時の他船との単価の比較等から検証す
る。

生産量 生産金額 計画

※箱詰製品は、航海毎の
漁獲状況で各船の判断で
製造するため、魚体サイ
ズ、箱詰数量、生産数量が
異なり単価に差が生じる。
  

（単価：円／㎏）

他船 計画

400

第３事業期間

60

生産量、金額（生鮮等）

区分
生産量

1,365

生産金額

311,251

（量：トン、金額：千円、計画比：％）

第２事業期間

  冷却海水を生産できる冷凍装置および海水クーラーを設置した。
　サンマの箱詰めに取り組んだ。



４．収入、経費、償却前利益及びその景気アクトの差異・その理由

計画 実績 比較増減 計画 実績 比較増減 計画

372,393 247,133 0.66 484,992 388,716 0.80 -112,599

372,393 189,477 0.51 447,979 340,370 0.76 -5,586

372,393 198,400 0.53 417,373 299,305 0.72 -44,980

211,670 342,797

５．次世代船建造の見通し

次世代船建造までの年数 船価

千円 20 年 千円

＊償却前利益は、改革計画期間の平均値とした。 ＊消費税抜きでは８．３億円

次世代船建造までの年数 船価

千円 20 年 千円

＊償却前利益は第１～３事業期間実績の平均値である。

※認定改革計画に記載した見通しについて、計画と実績の比較を記載すること。

６．特記事項

事業実施者：全国さんま棒受網漁業協同組合（TEL.03-3583-4008）　　　　　　　　　　　　（第137回中央協議会で確認された。）

×
65,064

＞
償却前利益

896,400
改革計画

実　　　績
償却前利益

× ＜
14,654 896,400

2.24

67,768

3年平均実績

　償却前利益は、３年間平均△15百万円と計画65百万円を大きく下回り、次世代建造の見通しは成立していない。
1年目から、さんま資源の減少による不漁、漁場の遠方化による燃油消費量増に加え価格高騰による燃油費の増大が続いているが、
国の研究機関の予報通り３年目漁期は２年目漁期の漁獲量を若干上回る漁獲となった。また、北太平洋漁業委員会（NPFC）における
国際的な資源管理措置強化による資源回復も期待されることもあり、引き続き、収入の減少を補填する収入安定対策（漁業共済・積
立プラス）及び燃油セーフティーネットの支援策を活用して漁業経営を維持し、共通船型の優位性の検証を進め利益の改善を図って
いく。

単位：千円

第38欣栄丸

第１事業期間

第２事業期間

総収入 総経費

第３事業期間 66,550

-8,126

10,167

-0.41

-1.12

-0.85-100,905

比較増減
1.26

27.01

-131,127 14,654

41,922

-150,893

計画
71,661

【収入】
計画の１事業期間の水揚量1,365トン、水揚げ金額311,251千円に対し、３事業期間平均の水揚量は387トン、水揚金額は211,670千

円であった。、第１～第３事業期間の本漁期操業については、漁期初めの漁場形成が遠方にあったことに加え魚群が薄く、販売単価
は計画を上回ったものの、水揚量が極端に少なかったため、計画に対して水揚量が約３割、水揚金額が約５割に留まったことを主因
に計画を達成できなかった。なお、５月～７月の公海サンマ漁を実施できなかったため、その収入がなかったことも影響した。
　

【支出】
３事業期間の各期間とも計画していた５月～７月の公海操業を実施できなかったため、それに掛かる人件費、燃油費、販売経費の

支出はなかったこと、また、 ドック時の修繕箇所が少なかったこと、操業機会に恵まれなかったため漁網の損傷が少なかったことから
修繕費及び漁具費が計画額より減少した。
　なお、日ロ漁業交渉の結果、第２事業期間からはロシア水域操業協力費が大幅に減額された。
　一方、各事業期間とも本漁期操業では漁場形成が遠方にあったこと等から燃料費が計画を上回った。
　

【償却前利益】
計画の減価償却前利益は68,660円に対し、第１事業期間が41,922千円の黒字、第２事業期間は8,126千円の赤字、第３事業期間は

10,167千円の黒字であったが、３事業期間平均は14,654千円の償却前利益は各事業期間とも計画を達成できなかった。
その要因は、収入では近年のサンマ資源の状況から水揚高が３年平均で211,670千円であり、計画の311,251千円（本漁期分）に比

べ約99,581千円の減収となった。一方、経費支出については燃油費が３年平均64,150千円であり、計画の37,681千円（本漁期分）に比
べ26,469千円経費増となったこと等を主な要因とした計画収支に対する総収入の減少、総経費の増加となったことによる。

-141,583
実績 実績

比較増
減

当期利益 減価償却前利益


